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バッテリHILSは実際のバッテリでは困難な、セルの充電状態をシミュレーションで再現する製品
で、BMS（バッテリ マネージメント システム）の制御ロジック開発・検証に貢献します。

モータHILSは実際のモータを使わずにモータモデルによるシミュ
レーションで実モータに近い電流波形を再現することで、モータコ
ントローラの動作検証を可能にする製品です。

これらの製品はテストの自動化や、今後ニーズが集まる、高いレ
ベルのテスト要求に答える製品です。

診之助Slimは、業務用全自動血圧計ではクラス最小サイズを実現した、設置場所を選
ばない省スペース型です。

本体重量は約5.5Kgと、従来品より3.5Kg軽量化し、出張健診など持ち運びが必要な場
面でも手軽に移動することが可能です。

医療機関のみならず、薬局、スポーツ施設、公共機関、健診、企業健康管理など、幅
広い場所でご使用いただける全自動血圧計です。

A&D Topics
Topics 1
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ホームページのご案内

http://www.aandd.co.jp/

■所 在 地 東京都豊島区東池袋三丁目23番14号
■設 立 昭和52年5月6日
■株 式 の 状 況

1 発行可能株式総数 40,000,000株
2 発行済株式の総数 22,459,300株
3 株　 　主 　　数 5,435名
4 大株主の状況（上位10名）

■従 業 員 723名
■資 本 金 6,388,551,300円

（注）1．自己株式（1,091,247株）は除いて記載しております。
 2．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

5 重要な子会社の状況

会　　社　　名 資　本　金 出資比率 主要な事業内容

研 精 工 業 株 式 会 社 81,800千円 100.0％ 電子天秤及び
医療機器の製造

リ ト ラ 株 式 会 社 200,000千円 100.0％ インジケータ、ロードセル
及び電子式台秤の製造

株式会社オリエンテック 268,640千円 100.0％ 計測機器の製造

株式会社サム電子機械 330,000千円 100.0％ 各種試験装置の
製造、販売

株式会社ベスト測器 20,000千円 100.0％ 環境計測機器の開発、
製造、販売

シーエム精機株式会社 50,000千円 90.0％ ウェイトチェッカ、
金属検出機の製造、販売

株 式 会 社 Ｍ Ｂ Ｓ 495,000千円 50.0％
自動車計測に関する
エンジニアリングサービス
の提供

A&D ENGINEERING, INC. 200千米ドル 100.0％ 当社製品の販売（米国）

愛安徳電子（深圳）有限公司 45,000千香港ドル 100.0％ 電子血圧計及び
計量機器の製造

A&D RUS CO., LTD. 505,247千露ルーブル 100.0％ 当社製品の販売（ロシア）

株　　　主　　　名 持 株 数 持 株 比 率

エ ー・ ア ン ド ・ デ イ 従 業 員 持 株 会 1,694千株 7.93％

㈱ フ ル カ ワ 1,533 7.18
㈱ デ ン ソ ー 1,122 5.25
ビービーエイチ フオー フイデリテイ ロー プライスド ストツク 
フアンド（プリンシパル オール セクター サブポートフオリオ） 1,072 5.02

㈱ 埼 玉 り そ な 銀 行 606 2.84
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 562 2.63
㈱ 足 利 銀 行 490 2.29
日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 370 1.73
HSBC BANK PLC A/C MARATHON FUSION 
J A P A N  P A R T N E R S H I P  L P 338 1.58

ケービーエル ヨーロピアンプライベートバン
カーズ オ－ディナリー アカウント 107501 337 1.58

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 6月下旬
株主確定基準日 3月31日

その他必要があるときは、予め公告いたします。
単 元 株 式 数 100株
公 告 方 法 電子公告により行います。ただし、電子公告による

ことができない事故その他やむを得ない事由が生じ
たときは、日本経済新聞に掲載いたします。
公告掲載URL　http://www.aandd.co.jp/

株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社
本店証券代行部

＜郵便物送付先・お問い合わせ先＞

証券会社に口座を
お持ちの場合 特別口座の場合

郵便物送付先
お取引の証券会社に
なります。

〒168-8507
東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行　証券代行部

電話お問い合わせ先 0120-288-324（フリーダイヤル）

お取扱店 みずほ信託銀行　全国本支店
みずほ証券　全国本支店

未払配当金のお支払 みずほ信託銀行及びみずほ銀行の全国本支店

ご注意

支払明細発行については、
右の「特別口座の場合」の
郵便物送付先・電話お問い
合わせ先・お取扱店をご利
用ください。

単元未満の買取以外の株式売
買はできません。

A&D Company, Limited

株主メモ

株式会社エー・アンド・デイ
〒170-0013 東京都豊島区東池袋三丁目23番14号
http://www.aandd.co.jp/

当社ホームページでは、IR情報や技術情
報、会社情報等充実した内容となってお
ります。

今後も株主の皆様に向けて当社の情報
を提供してまいりますので、どうぞご覧
ください。

バッテリHILSおよびモータHILS（DSP）
EV（電気自動車）やHEV（ハイブリッド車）のバッテリおよびモータ制御開発をサポート

新製品：業務用自動血圧計TM-2657

■  会 社 概 要 （平成26年9月30日現在） Corporate data

BMS（バッテリ マネージメント システム）とは
　EV/HEVに搭載のバッテリパックは、多くのセルを直列に接続したスタ
ック構造です。
　このバッテリパックの充放電サイクルの中で、セルの容量バラツキによ
り、例えば他のセルより容量が小さいセルでは、充放電サイクルの過程で
深放電状態に陥り、バッテリパック全体の動作不良を引き起こす可能性があ
ります。この様なことを防ぐ為にバッテリマネージメントシステムにおいて
各セルの状態を監視し、セルごとに充放電することで各セルのSOC（State 
Of Charge）をバランシングし動作不良を防ぐことが可能となります。

バッテリHILS外観

業務用自動血圧計TM-2657

モータHILS概略図

第38期　中間報告書
平成 2 6 年 4 月 1 日 〜 平 成 2 6 年 9 月 3 0 日

東京証券取引所市場第一部上場　証券コード：7745



■  株 主 の 皆 様 へ

　当第2四半期連結累計期間の当社グループを取り巻く経済環境は、日本においては、大企
業を中心に業績の改善が見られるものの、消費税率引き上げと実質賃金の減少を背景とし
た個人消費の停滞や各種経済指標での弱さも見られ、円安を背景とした輸入原材料の価格
上昇等と合わせ先行きが不透明な状況が続いております。
　米国においては、雇用環境の改善による個人消費の伸び等を背景に回復基調が続きまし
たが、欧州においては、英国やドイツでは緩やかな回復が見られたものの他EU諸国では成
長が鈍化しており、東欧や中東での政情不安を背景に先行きが懸念されます。一方、中国
及び新興国経済においては、特に中国の経済拡大が緩やかになっているほか、ブラジルや
インドといった新興国で成長が鈍化しており、拡大基調にあるものの減速傾向となりました。
　このような状況の中、当社グループでは、新製品開発、新規市場の開拓に注力し、お客
様や社会における多様なニーズやその変化に対応してまいりました。また、引き続き積極
的な開発投資を行うことで、基盤技術の研磨に努めると共に更なる応用技術力の強化を図
ってまいりました。
　この結果、第2四半期連結累計期間における売上高は17,308百万円（前年同期比3.7％
増）、営業損失は235百万円（前年同期は営業損失190百万円）、経常損失は415百万円（前
年同期は経常損失354百万円）、四半期純損失は430百万円（前年同期は四半期純損失386
百万円）となりました。
　今後におきましては、日本国内では消費増税後の落ち込みから持ち直し、緩やかな回復
が見込まれる一方、円安などによる実質所得の目減りへの懸念が消費マインドの回復を停
滞させる動きもあり、景気の動向は引き続き不透明感が残るものと思われます。また、米国では引き続き緩やかな景気回復が見込まれ
る一方、欧州や新興国経済の先行きや、政治情勢にも不透明感が残ることが予想されます。
　このように当社を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続くと思われますが、当社グループでは、更なる技術研鑽と新規市場の開
拓、新規顧客の獲得に尽力すると共に、試験機やシステム品等の製品の標準化や海外生産の強化によって、一層の原価低減に努めてま
いります。また、より効果的な研究開発投資を進めていくと共に、販売費及び一般管理費削減のため経費管理の強化に努め、グループ
を挙げて業績向上に邁進する所存であります。
　まず計測・計量機器事業は、DSPシステムにおきましては、計測器・試験機メーカーである当社が提唱してきた自動車開発コンセプ
ト「MBSim（Model based simulation）」がようやく自動車・タイヤ業界に認知され、エンジンベンチシステムやタイヤ試験機など
の大型設備の受注が増加しておりますが、今後も新たな試験・計測技術の提案を積極的に行い、昨年自動車開発を支援するための受託
試験及びコンサルティングを目的として設立した㈱MBSと共に同業界の発展の一翼を担っていく所存であります。
　計量機器におきましては、DSP技術を用いたシステム製品の受注獲得に注力すると共に、精密天秤によって参入した理化学市場向け
に新製品を開発・投入し、販売強化を進めてまいります。また、ウェイトチェッカ及び金属検出機については、海外市場への展開も視
野に、販売、生産に一層注力するほか、この分野での更なる技術開発と製品の拡充により、他社との差別化を図ってまいります。
　一方、医療・健康機器事業は、医療用の計量器や血圧計、家庭向けの健康機器に通信機能を付加することで、遠隔医療や在宅医療と
いった医療ICT（Information communication technology：情報通信技術）向けの機器を拡充していくほか、健康管理サービスと
連携した製品を提案・拡充してまいります。
　健康機器では、高度医療から在宅医療、検診向けに使われている製品技術を、家庭向けに展開している強みを背景に、日本・米州・
欧州のみならず、中国並びに新興国も含めた各家庭で求められる製品を拡充し、市場開拓に努めてまいります。
　生産面では、中国現地法人での生産において、人民元高及び人件費等コスト増に対応するため自動化や外部委託を活用していくほ
か、適切なリスクの管理と生産最適化を図ってまいります。
　これらの施策によって、通期業績見通しは連結売上高41,200百万円、営業利益2,000百万円、経常利益1,700百万円、当期純利益
1,000百万円を予定しております。
　以上のとおり、当第2四半期連結累計期間の業績は厳しいものの、DSPシステムの受注好調などにより業績の伸長が見込まれるため、
通期における連結業績予想は据え置きといたしました。このことを踏まえ、株主の皆様への中間配当金につきましては、予定通り1株
につき5円といたしました。
　株主の皆様には、今後とも格別のご理解と変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

古 川　陽代表取締役
執行役員社長

（単位：百万円）■  連 結 売 上 高
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（単位：百万円）■  連 結 経 常 利 益
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■  財 務 ハ イ ラ イ ト

■  営 業 の 概 況

計測・計量機器事業

計測機器 8.9%

DSP事業 13.9%

計量機器 35.6%

半導体関連 1.7%

医療機器 7.0% 健康機器 32.9%

医療・健康機器事業

■  財 務 状 況 ■  キャッシュ・フローの状況（単位：百万円） （単位：百万円）

〈第37期〉期末
2014年3月31日現在

〈第37期〉期末
2014年3月31日現在

〈第38期〉第2四半期末
2014年9月30日現在

〈第38期〉第2四半期末
2014年9月30日現在

現金及び
現金同等物の
期首残高
5,499

5,679

777

△576

△58

36

現金及び
現金同等物の
四半期末残高

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び
現金同等物に係る

換算差額

計測・計量
機器事業

売上高 10,402 百万円

 60.1 %

医療・健康
機器事業

売上高 6,907 百万円

 39.9 %

排ガス分析計等の受注は堅調に積み上がっ
ているものの、売上は第3四半期以降に。

国内は消費増税の反動、アジア新興国では
成長鈍化の傾向により減速となったが、ウ
ェイトチェッカ等の新事業が売上増に寄与。

ユーザ認知度の高まり及び製品ラインナッ
プの拡充により、自動車・タイヤ関連を中
心に受注・売上共に伸長。

半導体向け設備投資が停滞気味で売上は足
踏み。

消費増税の反動により停滞したが、第2四
半期にはやや持ち直し。

国内は消費増税の反動の影響により停滞気
味で、米国は前期に引き続き不調となった
が、ロシアは堅調で他を補った。
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■  連 結 財 務 デ ー タ Consolidated financial dataFinancial highlights

Result of businessTo our shareholders

資産合計

固定資産

資産合計
42,996 43,106 

流動資産
30,995

固定資産
12,11011,669

流動資産
31,326

▶

▶

負債純資産合計

純資産

負債純資産合計
42,996 43,106 

流動負債
22,240

純資産
15,586

固定負債
5,27916,630
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4,478

流動負債
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